
事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消費税転嫁等対策業務旅
費

消費税転嫁等対策業務庁
費

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

令和4年度要求

0

0

20 0006

0 0

2021 公取

-

令和3年度当初予算

0

0

計

年度2

2 年度
平成30年度令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

50.9 58.7 56.8 - 56.8

60 60 -

・社会保障・税一体改革大綱（平成24年２月17日閣議決定）
・消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の
基本的な方針（中間整理の具体化）（平成24年10月26日消費
税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部決定）
・経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣
議決定）

平成30年度令和元年度 令和2年度
目標最終年度

80 92

23

21.1 25.2

23

110 -

-

-

- -

0 0

関係する
計画、通知等

達成度

18.4

-

23

年度

25.2

23

110

85 98 95 - 95

60 60

成果目標及び
成果実績
（アウトカム） ％

令和3年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

49.1 77.5 38.1 0 0

77.5 35.2

執行率（％） 96% 100% 92%

　各広告物を認知した者の
うち，法律の内容を知って
いる者の割合が60%以上と
なるようにする。

　各広告物を認知した者の
うち，法律の内容を知って
いる者の割合

成果実績 ％

目標値

平成25年度
事業終了

（予定）年度
令和2年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　平成26年４月及び令和元年10月の消費税率の引上げに伴い，中小企業者等に不当に不利益を与える消費税の転嫁拒否等の行為の防止を図るため，消
費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（以下「消費税転嫁対策特別措置法」という。）の
内容などの説明会の開催，パンフレットの作成・配布，新聞広告やインターネット広告等による広報活動等を行うことにより，消費税の円滑かつ適正な転嫁
を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

47.2

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

38.1

-

令和元年度

　本事業では，以下のような事業等を実施する。
①　消費税転嫁対策特別措置法等の周知徹底を図るため，説明会を開催（移動相談会も併せて開催）するとともに，事業者団体等が主催する説明会に講
師を派遣する。
②　消費税転嫁対策特別措置法等の内容やガイドラインなどについて事業者に理解しやすいパンフレット等を作成・配布し，周知を行う。
③　消費税転嫁対策特別措置法等の周知徹底を行うとともに，消費税の転嫁拒否等の行為について厳しく監視する姿勢を示すために，新聞広告やイン
ターネット広告等を実施する。

- -

49.1

- 17.3

- -

　各広告物を認知した者の
割合

-

％

　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る事業者向け広報等 担当部局庁 　経済取引局取引部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 　取引企画課 多田　修

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

60.2

　各広告物を認知した者の
割合を23%以上となるように
する。

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費
税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置
法第14条

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

　メディア広報事後調査結果報告書（令和２年８月31日付け株式会社オリコム作成）（事後調査アンケートにて各広告物を「確かに見た」又は「見
たような気がする」と回答した者の割合）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

96% 129% 92%



単位当たり
コスト

算出根拠

円/部

単位

-

単位

令和2年度

3年度活動見込

計算式 円/部

　広告掲載に係る費用／広告を掲載した新聞紙の数

単位当たり
コスト

平成30年度令和元年度 令和2年度 3年度活動見込

0.1 0.1 0.1

672,215 843,240

-

5,694,934/75,665,496 9,422,359/95,661,742

18,635,465/37 -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

-

-

4,995,911/36,192,952

-

75,665,496 95,661,742 36,192,952

平成30年度

503,661

平成30年度

-106 99

- 年度

85 91 89 - 89

年度

4,028,000/258,215 3,731,446/207,910

3年度活動見込

目標最終年度

80 80 90 - 90

-

　広告掲載に係る費用／インターネットバナー広告表示
回数

単位当たり
コスト 円/回

計算式 円/回

平成30年度

平成30年度令和元年度 令和2年度

平成30年度 令和2年度

876,672/70

39 39 37

令和元年度

563,632/31

26,216,382/39

円/紙

紙

当初見込み

回

　消費税転嫁対策特別措置法の違反事例についての
パンフレット『消費税の転嫁拒否に関する主な違反事
例』の配布部数

活動実績 部

当初見込み 部

35.7

算出根拠

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

単位

　インターネットバナー広告表示回数

単位

60 65 30

単位当たり
コスト

達成度

-

75,000/2,100 3,511,850/267,965

円/紙

3,182,196/196,100

令和2年度令和元年度算出根拠

　消費税転嫁対策特別措置法の違反事例パンフレット
『消費税の転嫁拒否に関する主な違反事例』の作成・印

刷・発送に係る費用／印刷部数

平成30年度

令和元年度 令和2年度

13.1

計算式

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

2

単位

　説明会の開催及び事業者団体主催の説明会への講
師派遣に係る費用／開催回数及び講師派遣回数

単位当たり
コスト

令和2年度
中間目標

99114

単位

単位当たり
コスト

32,886,376/39

目標値

成果指標 令和元年度

　説明会参加者の満足度

成果実績

％

活動実績

％

7,485,898/396,335

平成30年度

16.2

回

2,709,019/133

18.9 15.6 17.9 -

平成30年度令和元年度 3年度活動見込

計算式

　消費税転嫁対策特別措置法全般の概要についての
パンフレット『消費税の円滑かつ適正な転嫁のために』
の配布部数

-

-

3年度活動見込

12,524 20,369

-

円/部 -

単位

％

　説明会の開催及び事業者団体主催の説明会への講
師派遣回数

　説明会参加者に対する事
後アンケートにおいて令和
２年度に満足度が90%以上
となるようにする。

活動指標

18,182

活動実績

令和2年度

令和2年度

- -

円/回

活動指標 単位

活動実績 部

当初見込み 部

-

6,060 254,165 197,350

令和元年度

令和元年度 令和2年度

392,335 250,415 207,910

当初見込み 回

3年度
活動見込

- -

70 133 31

500,000 350,000 350,000

平成30年度

平成30年度令和元年度 令和2年度
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位当たり
コスト

回

円/部

活動指標

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位

　広告を掲載した新聞媒体
活動実績

紙

計算式 円/回

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

　消費税転嫁対策特別措置法全般の概要についての
パンフレット『消費税の円滑かつ適正な転嫁のために』
の作成・印刷・発送にかかる費用／印刷部数

定量的な成果目標

令和元年度

- - -

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

- -

- -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

- -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

-

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

- -

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

　メディア広報事後調査結果報告書（令和２年８月31日付け株式会社オリコム作成）（事後調査アンケートにて各広告物を「確かに見た」又は「見
たような気がする」と回答した者のうち，消費税転嫁拒否行為が法律で禁止されていることを「よく知っている」又は「知っている」と回答した者の
割合）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

　主催説明会参加者の事後アンケート（説明会後のアンケートにおいて「満足できた」又は「概ね満足できた」と回答した者の割合）



新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
0

- - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

2年度 3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策 　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保　４-１

政策 　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保　４

測
定
指
標

実績値 - -

単位
年度年度

中間目標 目標年度
平成30年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　平成26年４月及び令和元年10月の消費税率の引上げに伴い，中小企業者等に不当に不利益を与える消費税の転嫁拒否等の行為の防止を図るた
め，消費税転嫁対策特別措置法の内容などを説明する説明会の開催，パンフレットの作成・配布，新聞広告やインターネット広告等による広報活動等
を行うことは，消費税の円滑かつ適正な転嫁に資する。

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

--

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

-

令和元年度 令和2年度

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

○

単位

　消費税率の引上げに際し，中小企業者等を中心に消費税
を価格へ転嫁しやすい環境を整備していくことが極めて重要
な課題になっており，閣議決定で設置された消費税の円滑
かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部から，消費税の転
嫁対策等についての理解を深めてもらうための各種メディ
ア・媒体を活用した広報や説明会の開催などが求められ，優
先度の高い事業であった。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

年度

- -

目標値 -

-

-

-

計画開始時
2年度 3年度

- -

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

　消費税率の引上げに際し，中小企業者等を中心に消費税
を価格へ転嫁しやすい環境を整備していくことが極めて重要
な課題になっているところ，消費税の円滑かつ適正な転嫁を
確保する観点から，法律が成立し，同法において，国は，消
費税の円滑かつ適正な転嫁に関する取組について，徹底し
た広報を行うことが定められていた（消費税転嫁対策特別措
置法第14条）。

-

目標最終年度

- -

　法律の広報活動の実施に当たっては，法律を所管し，調査
や指導等の中心となる公正取引委員会（国）が直接行う必要
がある。また，移動相談会は，転嫁拒否等の被害を受けてい
る事業者からの相談を受け付けるところ，かかる相談への対
応は申告者の保護の観点から，調査や指導の中心となる公
正取引委員会（国）が率先して直接行う必要がある。

○

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

-

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　新聞広告やインターネット広告のほかに雑誌広告を用いた
集中的な広報事業を実施し，有効な消費税の転嫁拒否等の
行為の防止を図る周知を行った。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　パンフレットの作成に当たっては，事前に配布先に対し，必
要部数の確認を行うことで，無駄な印刷を行わないようにし，
コスト削減や効率化を行っている。

【広告物認知割合】
　令和２年度は,広告物認知割合が昨年度比4.1ポイント上昇
し，成果目標を上回り，成果目標に見合ったものであったと
いえる。
【法律内容認知割合】
　令和２年度は，法律内容認知割合が成果目標にはわずか
に届かない結果であったものの，昨年度と同水準を維持する
ことができ，広告認知者に消費税の転嫁拒否等の行為が法
律違反であることを分かりやすく伝えられたと考えられる。
【説明会満足度】
　令和２年度は,説明会満足度が昨年度比２ポイント低下し，
成果目標をわずかに下回ったものの，概ね成果目標に見
合ったものであったといえる。

　事業の実施に当たっては，消費税の転嫁拒否等の行為の
防止という目的のため，真に必要な施策について実施してい
る。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

  パンフレットの作成に当たっては，効率的な事業の実施を
図るため，入札等を行うことで，コスト削減を行っている。ま
た，メディア広報の実施に当たっては，効果的な事業の実施
を図るため，企画競争を行っているが，価格面についての審
査項目を設定した上で，他の審査項目の２倍の点数を設定
することにより，コストの低減を図っている。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　パンフレットの作成に当たっては，効率的な事業の実施を
図るため，入札等を行うことで，コスト削減を行うとともに，メ
ディア広報の実施に当たっては，効果的な事業の実施を図る
ため，企画競争を実施することにより，支出先を選定してい
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

　パンフレットについて，全国の自治体，事業者団体への配
布や説明会での使用のほか，当委員会ホームページに掲載
して閲覧可能として十分に活用している。また，平成３０年度
以降，毎年度インターネット広告の動画コンテンツを作成した
ことから，令和２年度まで当委員会公式YouTubeにおいて随
時視聴可能とするなど，十分に活用していた。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　事業の実施に当たっては，消費税の転嫁拒否等の行為の
防止という目的のため，真に必要な施策について実施し，よ
り効果的かつ低コストで実施するために入札等により支出先
を選定した。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

　消費税の円滑かつ適正な転嫁を図るため，消費税の転嫁拒否等の行為は法律違反であることの理解が事業者に定着するように，効率的か
つ有効性のある広報となるよう実施してきたところであるが，消費税転嫁対策特別措置法が令和３年３月31日をもって失効したため，令和３年
度以降は本事業の実施の必要がなくなった。

　令和元年１０月に消費税率１０パーセントへの引上げが実施されたところ，消費税の転嫁拒否行為は消費税率の引上げ前後の一定の期間に
多数かつ集中的に発生するものであるため，引上げ後も消費税転嫁対策特別措置法の周知の必要性が高く，事業者向けに広報活動を行うこ
とは極めて重要な課題であるところ，効率性と有効性を考慮しつつ，広報活動を行うことができた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

○

-

事業番号 事業名所管府省名

-

-

-

-

-



-

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0006 - - -

0006 - - -平成28年度

平成29年度 0006 - - -

平成30年度 0006 - - -

令和元年度
公正取引委
員会

0006

平成25年度新25-1 - - -

⑥ - - -

平成22年度 - - - -

平成23年度 - - - -

平成24年度 - - - -

平成27年度

平成26年度

令和2年度
公正取引委
員会

0006

-

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

・８年間の実績を踏まえ，効果的な広報のノウハウが蓄積されたものと考えられ，後世に伝達していくことが望ましい。
・特定の期間内に幅広い対象に周知を行うために，様々な媒体・方策で周知を行った事業であると認識していることから，媒体ごとの効果等，得ら
れた知見については後に活かせられるようにすることはよいことであると思う。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

予
定
通
り

終
了

点検対象外

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

公正取引委員会

35.2百万円

新聞広告・インターネット広告

等，パンフレットの印刷・発送

等，説明会・相談会等の実施

公正取引委員会職員

0.2百万円

説明会・相談会等に係る出張旅費

【随意契約（企画競争）】

A ㈱オリコム
27百万円

B ㈱アイネット
7.6百万円

C 民間事業者（12者）
0.4百万円

【一般競争入札（最低価格）等】 【随意契約（少額）】

新聞広告・イン

ターネット広告等

パンフレットの印

刷・発送等

説明会・相談会等

の会場借上げ等



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

㈱ＪＲ博多シティ 4290001015667
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

9

10

松本商工会議所 3100005006145
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

（一財）静岡県労働
福祉事業協会

1080005006307
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

3

4

1

2

（一社）労働福祉セン
ターみやぎ

3370005009154
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0.1
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱アイネット 5010001067883
パンフレットの原稿データ
改訂並びにパンフレット等
の印刷及び発送業務

7.6
一般競争契約
（最低価格）

4 --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
令和２年度における消費税
転嫁対策の広報事業

契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

3 -

法　人　番　号

1010401006924 27

入札者数
（応募者数）

落札率

1

- -

- - -

-

消費税転嫁対
策業務庁費

令和２年度消費税転嫁対策の広報事業

費　目

-

-

計 27 計 7.6

-

費　目 使　途

-

-

-

- - -

-

- -

B.㈱アイネット
金　額
(百万円）

27

-- -

パンフレットの原稿データ改訂並びにパンフ
レット等の印刷及び発送業務

- -

使　途

消費税転嫁対
策業務庁費

- -

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） - - -

-

-

- - - - -

-

-

-

金　額
(百万円）

A.㈱オリコム

- -

- -

- -

- - -

-

7.6

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

㈱オリコム

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

川崎商工会議所 2020005008084
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0.1
随意契約
（少額）

- - -

（一財）日本教育会
館

9010005003609
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

アイラック愛知㈱ 6180001056935
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

千葉商工会議所 6040005000705
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

（公財）埼玉県産業
文化センター

2030005000610
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

（公財）静岡産業振
興協会

8080005001409
事業者向け説明会及び相
談会に伴う会場借料

0
随意契約
（少額）

- - -

チェック



事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

78% 80% 90%

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

630

-

-

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

　書面調査の回答を端緒とした調査対象案件数及び事件処理件数

一般会計

当初見込み

万件

単位

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費
税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置
法第4条，第6条，第14条，第15条，同法附則第2条第2
項

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

619 655 644

平成30年度令和元年度 令和2年度

活動実績

　書面調査の調査票発送数
万件

545

　書面調査の実施により調
査対象とされた案件を事業
実施期間中に処理する。
なお，令和2年度において
は，調査対象とされた案件
のうち95％以上処理する。
※消費税転嫁対策特別措
置法の失効を控えた令和2
年度については，一層の迅
速処理に努めるべく，目標
値を95％に引き上げる。
※書面調査は令和3年度が
最終年度であることから目
標最終年度は100％とす
る。

実施方法

平成30年度

％

　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る大規模書面調査 担当部局庁 　経済取引局取引部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 　取引企画課 　多田　修

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

　大規模な書面調査を実施するため，下記の事業を実施する。
　①調査票，回答用紙，往信用封筒，返信用封筒，パンフレット，リーフレットについて所要の部数を印刷し，対象事業者約630万者に対して送付する。
　②コールセンターを設置し，回答者からの問い合わせに対応する。
　③返送された回答用紙の内容を入力し，違反の疑いのある事業者を抽出する。
　④違反行為が疑われる事業者に対しては，公正取引委員会・中小企業庁等において消費税転嫁対策特別措置法に基づく調査を行い，問題のある行為
に対して迅速かつ厳正に対処する。
　なお，消費税転嫁対策特別措置法は令和3年3月末で失効するものの，経過措置規定（同法附則第2条第2項）により，法失効前に行われた違反行為への
調査・指導等が失効後も引き続き行うことができるとされている一方，令和3年度に書面調査を行わなければ前回調査票発送（令和2年5月ほか）から令和3
年3月までに発生した違反行為がカバーできなくなることなどから，法失効後の令和3年度は書面調査を実施することとしている。

- -

475

- -

- -

　書面調査の回答を端緒と
した調査対象案件に対する
事件処理件数の割合

〔令和2年度成果実績〕
計算式＝（書面調査の回答
を端緒とした措置件数の当
該年度までの累計値）／
（書面調査の回答を端緒と
した調査対象案件の発生
数の当該年度までの累計
値）

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

455

--

370

-

平成26年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　消費税の転嫁拒否等の違反行為を受けることが多い中小事業者等は違反行為者に対し立場が弱く，自ら被害を申し出ることが期待できない実態がある。
また，中小事業者等が消費税を円滑かつ適正に転嫁できる環境を整備するためには特措法違反行為に対する監視の範囲を最大限に広げる必要があり，
そのためには，すべての事業者が違反被疑情報を申告できる機会を確保することが重要となる。そのため，中小企業庁と合同で悉皆的な書面調査を実施
し転嫁拒否行為等について積極的な情報収集を行い，問題のある行為に対して迅速かつ厳正に対処することを目的としている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果目標及び
成果実績
（アウトカム） ％

令和3年度行政事業レビューシート 公正取引委員会

執行額

475 545 455 413 0

434 409

執行率（％） 78% 80% 90%

615 653 638

-

100

-

　消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の
基本的な方針（中間整理の具体化）（平成24年10月26日消費
税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部）

平成30年度令和元年度 令和2年度
目標最終年度

116 121

80

96.6 97.8

95

103 -

-

-

- -

413 0

関係する
計画、通知等

達成度

92.6

-

80

年度 年度3

令和3年度当初予算

413

計

2021 公取

-

20 0007

413 0

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消費税転嫁等対策委託費
令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

・大規模書面調査の実施は令和3年度までとし，令和4年度は当該書
面調査に係る予算を要求しないことによる。

令和4年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

- -

目標定性的指標

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

計算式 　　/

令和2年度

円

計画開始時
2年度 3年度

64

-

43,403万
/655万

41,271万
/630万

3年度活動見込

60 66

-

年度

-

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

） -

成果実績

- -

単位

-

単位

大規模書面調査に係る経費／書面調査票発送数

単位当たり
コスト

-

- 年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

-

36,977万
/619万

令和元年度

40,897万
/644万

取組
事項

分野： -

施策の進捗状況（実績）

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　大規模書面調査を実施することによって，商品や役務（サービス）を供給している事業者が，取引先事業者（買手事業者）から消費税の転嫁拒否等
の行為を受けていないかの情報を積極的に収集し，問題となる行為の是正につなげることは，消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に資する。

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

66

平成30年度

-

-

施策 　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保 4-1

政策 　消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保 4

測
定
指
標 -

目標年度

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

2年度 3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
0



－

○

　委託先事業者が再委託を行う際には，委託契約の締結の
前に再委託の必要性や資金の流れについて確認を行い，ま
た，支出額の確定検査を実施し，合理的な支出となっている
か，厳正に確認している。

　消費税転嫁対策特別措置法に基づき，転嫁拒否等の行為
に対する事件調査・是正措置は，国（公正取引委員会，主務
大臣等）が行うこととされている。

○

評　価項　　目

　令和元年10月には消費税率10％への引上げが実施された
ところ，消費税率8％引上げ時の運用において，引上げ後5
年超にわたり勧告事件を含む多数の違反事件が摘発されて
いることを踏まえると，増税後間もない時期において，違反行
為についての情報を積極的に収集し，是正を図ることは，国
民や社会のニーズを反映したものといえる。
　なお，消費税転嫁対策特別措置法は令和3年3月末で失効
するものの，①前記のとおり，前回調査票発送（令和2年5月
ほか）から令和3年3月までに発生した違反行為をカバーする
必要があることや，②「令和3年度与党税制改正大綱」（令和
2年12月，自由民主党・公明党）において「消費税転嫁対策
特別措置法は、令和3年3月31日限りでその効力を失うことと
なるが、期限内に行われる消費税の転嫁拒否等の行為に対
する監視・取締りについては、その後も継続する」と明記され
ていることなどを踏まえ，法失効前に行われた違反行為の情
報収集の観点から，法失効後の令和3年度は書面調査を実
施することとしている。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

　書面調査実施に係る委託事業者の選定では，一般競争入
札を行い，広く調達先を確保するなど，競争性を確保したも
のとしている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　消費税転嫁対策特別措置法に基づき，転嫁拒否等の行為
に対する事件調査・是正措置は，国（公正取引委員会，主務
大臣等）が行うこととされている。また，消費税の円滑かつ適
正な転嫁・価格表示に関する対策の基本的な方針（平成24
年10月26日消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策
推進本部）において，書面調査の実施による違反被疑情報
の収集，転嫁拒否等の行為に対する調査等を行い，転嫁を
受け入れることなどの必要な指導を行うことが強く求められ
ている。
　なお，上記のとおり，与党税制改正大綱等で消費税転嫁対
策特別措置法が失効した後もなお消費税転嫁拒否行為に対
する監視・是正を行うことが求められているなど，法失効後に
おいても，引き続き優先度の高い事業であるといえる。

　全ての事業において一般競争入札を行うことにより，競争
性の確保とコスト削減を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

・令和2年度特定供給事業者向け書面調査においては，令和
元年度の行政事業レビューにおける有識者からの指摘を踏
まえ，インターネットを利用した書面調査の回答（中小企業庁
のウェブサイト上の「申告受付窓口」のページからの回答）に
ついて，当該ウェブサイトに係るURLをQRコード化するととも
に当該QRコードを調査票に掲載することにより，URL入力に
係る回答者の負担を軽減させ，インターネットを利用した回
答数を増加させるための工夫を行った。この結果，インター
ネットを利用した回答数について，令和元年度の4940件に対
し，令和2年度は12,936件に増加した。
・令和2年度特定事業者向け書面調査においては，押印を不
要とし，電子メールによる回答も受付けることとし，回答者が
回答しやすい工夫を行った。また，入力業務の効率化のた
め，企業別に振り付けた番号をバーコードにより把握する方
法を導入した。
・書面調査の発送に当たって，送付先の重複を排除するた
め，先に実施した書面調査の結果を踏まえ，宛先不明分を
発送先から除外するなど，効率的な執行を図っている。
・過去の書面調査において設問の意図に反する回答が認め
られる要因を検討し，令和2年度の調査票の設計において
は，設問の内容及び用語の定義をより明確化するなどの工
夫を行った。

○

　事業者からの実績報告を検査し，事業目的に即して必要な
ものに限定されているか確認している。

○

○

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　一般競争入札を行うことにより，競争性が確保されているこ
とで，経費を想定よりも抑えることができたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

－

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

経済産業省

事業番号 事業名所管府省名

-

消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業0170

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・消費税転嫁対策特別措置法は令和3年3月末で失効するものの，前記のとおり，前回調査票発送（令和2年5月ほか）から令和3年3月までに発
生した違反行為をカバーする必要があることなどから，効率性・有効性を踏まえた以下の工夫を引き続き行った上で，法失効後の令和3年度は
特定供給事業者向け書面調査を実施する。
・令和3年度書面調査においては，令和元年度から実施しているインターネットを利用した書面調査の回答数を増加させるべく，①当該ウェブサ
イトのURLに係るQRコードについて，令和2年度から実施している書面調査の送付状への掲載に加えて，発送用封筒にも掲載するとともに，②
検索エンジンを通じて当該ウェブサイトを表示しやすくするための検索キーワード（「消費税転嫁拒否等申告受付窓口」）を記載するなどの工夫
を行った。
・消費税転嫁対策特別措置法の失効後である令和3年度においても書面調査を実施することについて，回答者の理解がスムーズに得られるよ
う，同法の経過措置規定（同法附則第2条第2項）について分かりやすく解説した資料を作成し，書面調査に同封した。

　消費税転嫁対策特別措置法に基づく調査業務等については，令和元年10月の消費税率10％への引上げを踏まえ，引き続き厳正な執行に取
り組む必要があるところ，費用の支出について効率的な執行に努めるために，過去の行政事業レビューにおける有識者からの指摘等を踏ま
え，インターネットを利用した回答数を増加させるための工夫を継続して実施するとともに，設問内容の改善，送付先の重複排除等，効率性と有
効性を踏まえた大規模書面調査を実施している。

○

　事件処理件数のうち，勧告及び指導した事案では，転嫁拒
否等行為によって発生した被害額を回復させており，違反行
為に対する是正措置が採られている。

　消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の
基本的な方針に基づき，書面調査を行うこととされている公
正取引委員会と中小企業庁は重複排除のため，書面調査を
合同で行うとともに，書面調査に要した経費を折半して支出
している。
　また，特措法違反行為の防止又は是正のために必要なと
きは，情報の提供又は協力を求めることとしている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

・必要性は認められる。また，効率性についても所要の工夫が講じられているものと思われる。一方で，有効性をどのように説明するのかが課題。原状回復につい
て定量的指標として掲げ，説明することはできないか。（南島和久）
・本調査自体は目的に照らし，所要の成果があったと評価する。今回の総括を実施し，今後の似たないしは同様案件に適用できるように纏めて有効利用する事を
期待している。（池谷修一）
・事業の必要性については，十分認められる。効率性について，過去のレビューを踏まえて対応している点は評価に値する。今後，また同様の調査を行うことがあ
ると考えられるが，その際にどのような形でネット調査と郵送調査を組み合わせられるか，今回の知見を活かして検討されたい。（中村豪）

・本事業は今年度限りで廃止となるが，外部有識者及び行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ，本事業を通して得られた知見を今後の公
正取引委員会の書面調査事業のために残すようにしたい。
・本事業は今年度限りで廃止となるため，令和４年度概算要求については行わなかった。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

○

予
定
通
り

終
了

・全国全事業者を対象とするという悉皆調査をしっかりと効果的に実施した点は評価に値すると考える。
・協力依頼書面や調査票の記載内容，封筒表面の記載内容の工夫による回答率向上を類似の事業でも展開していただきたい。
・インターネットで回答しやすくする工夫を毎年している点が良い。
・効果的な書面調査の方法について蓄積されていると思われるので，下請法の書面調査等にもそのノウハウを活用していってほしい。
・ネット利用率を高めるための工夫をいろいろ行ったようであるので，今後の同種の調査におけるネット利用の推進に生かしていくことが重要。

行政事業レビュー推進チームの所見

　調査対象案件のうち，処理件数を95％以上とするという成
果目標に対し，成果実績は97.8％であり，成果目標を達成し
ている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　調査対象とされた全ての事業者に対して書面調査を実施し
ており，活動実績は見込みに見合っている。

-

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

-

平成23年度－ - - -

平成24年度－ - - -

平成27年度

平成26年度

令和2年度
公正取引委
員会

0007

平成25年度－ - - -

新26-1 - - -

平成22年度－ - -

0007 - - -

0007 - - -平成28年度

平成29年度 0007 - - -

平成30年度 0007 - - -

令和元年度
公正取引委
員会

0007



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

公正取引員会

409百万円

法務省

3百万円

Ａ 富士通株式会社

3百万円

【事業者データの抽出作業】

中小企業庁

383百万円

〔支出委任〕

【随意契約（その他）】

Ｆ 株式会社アイネットサ

ポート 9百万円
Ｇ株式会社日比谷情報

サービス 39百万円
Ｅ ﾒｰﾙｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ

株式会社 151百万円

【一般競争入札（最低価格）】

【特定供給事業者（法人）向け書面調査の実施に必要な事業】

【特定供給事業者（個人）向け書面調査の実施に必要な事業】

印刷，封入及び発送業務 コールセンター業務 回答入力業務

Ｇ株式会社日比谷情報

サービス （※）
Ｈ三浦印刷株式会社

184百万円

印刷，封入及び発送業務 コールセンター業務 回答入力業務

（※）業務内容が同一であることから，同じ事業者に一括して発注している。

〔支出委任〕

【一般競争入札（最低価格）】【一般競争入札（最低価格）】

【一般競争入札（最低価格）】 【一般競争入札（最低価格）】【一般競争入札（最低価格）】

【特定事業者向け書面調査の実施に必要な事業】

【一般競争入札（最低価格）】 【一般競争入札（最低価格）】 【一般競争入札（最低価格）】

Ｂ株式会社城北企画

12百万円
Ｃ株式会社アイネットサ

ポート 4百万円
Ｄ株式会社帝国データバンクビジ

ネスサービス 6百万円

印刷，封入及び発送業務 コールセンター業務 回答入力業務

Ｆ株式会社アイネットサ

ポート （※）



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

株式会社帝国データ
バンクビジネスサー
ビス

2010001086143
特定事業者向け書面調査
に係る調査票の回答入力
業務

6
一般競争契約
（最低価格）

6 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

富士通株式会社

12

A.富士通株式会社

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

6

金　額
(百万円）

特定事業者向け書面調査に係る印刷，封
入及び発送業務

使　途

消費税転嫁等
対策委託費

B.株式会社城北企画
金　額
(百万円）

3

費　目 使　途

計 3 計 12

消費税転嫁等
対策委託費

特定事業者向け書面調査に係るコールセ
ンター業務

4
消費税転嫁等
対策委託費

特定事業者向け書面調査に係る調査票の
回答入力業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

消費税転嫁等
対策委託費

書面調査発送事業者のデータ抽出作業

費　目

C.株式会社アイネットサポート D.株式会社帝国データバンクビジネスサービス

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

消費税転嫁等
対策委託費

特定供給事業者（法人）向け書面調査に係
る印刷，封入及び発送業務

151
消費税転嫁等
対策委託費

特定供給事業者向け書面調査に係るコー
ルセンター業務

9

計 4 計 6

使　途

計

費　目 使　途

消費税転嫁等
対策委託費

特定供給事業者向け書面調査に係る回答
入力業務

39

計 151

1

184

E.メールソリューション・ジャパン株式会社 F. 株式会社アイネットサポート

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率

消費税転嫁等
対策委託費

特定供給事業者（個人）向け書面調査に係
る印刷，封入及び発送業務

契約方式等

随意契約
（その他）

9

金　額
(百万円）

G.株式会社日比谷情報サービス H.三浦印刷株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

- -

法　人　番　号

1020001071491 3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
書面調査発送事業者の
データ抽出作業

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社城北企画 7011601003251
特定事業者向け書面調査
に係る印刷，封入及び発送
業務

12
一般競争契約
（最低価格）

6 -

1
株式会社アイネット
サポート

9011101054264
特定事業者向け書面調査
に係るコールセンター業務

4
一般競争契約
（最低価格）

5 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

計 39 計 184

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



E

F

G

H

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三浦印刷株式会社 6010601015695
特定供給事業者（個人）向
け書面調査に係る印刷，封
入及び発送業務

184
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

メールソリューショ
ン・ジャパン株式会
社

8010001090081
特定供給事業者（法人）向
け書面調査に係る印刷，封
入及び発送業務

151
一般競争契約
（最低価格）

2 - -1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社アイネット
サポート

9011101054264
特定供給事業者向け書面
調査に係るコールセンター
業務

9
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

1
株式会社日比谷情
報サービス

4010401025211
特定供給事業者向け書面
調査に係る回答入力業務

39
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

1


